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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 2,469 △26.8 △39 ― 348 ― 148 ―

22年3月期第2四半期 3,372 75.9 △391 ― △570 ― △447 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 1.87 1.86
22年3月期第2四半期 △7.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 19,452 4,664 23.9 54.62
22年3月期 19,790 4,106 20.7 56.92

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  4,657百万円 22年3月期  4,101百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,000 10.6 250 ― 500 ― 200 ― 2.53



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実
際の業績等は、上記予想と異なる場合があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算
短信［添付資料］３ページ「（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、［添付資料］３ページ「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 85,280,413株 22年3月期  72,060,413株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  14,750株 22年3月期  12,870株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 79,022,873株 22年3月期2Q  59,483,728株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界的な通貨安競争の中で円高不況の兆しにおびえ、個人

消費の停滞によるデフレは回復せず、依然として回復の兆しが見えない状態のまま推移いたしました。 

このような厳しい経済環境下にもかかわらず当社グループは、ホテルマネジメントを柱とするフィービジネス

への業態転換へ向けて、着実に前進してまいりました。具体的には、４月に東京、７月に大阪と、日本国内主要

都市で直営ホテルの開業を行いました。また、７月に当社グループは、華南地域最大の中国国営旅行社である広

東省中国旅行社（中国 広東省広州市）との間で、訪日中国人向けツアー商品の共同開発の契約を締結いたしま

した。 

当第２四半期連結累計期間の売上高は2,469百万円（前年同四半期比26.8％減）となりました。主な要因は、不

動産事業512百万円、ホテル事業1,957百万円であります。 

営業損失は39百万円となりました。主な要因は、不動産事業に関する想定外の修繕等が発生したことによりま

す。ホテル事業につきましては、新規開業ホテルの開業コンサル業務と、ホテルの運営受託を行うホテルマネジ

メント事業がいずれも予定通りの成果となりました。なお、訪日中国人観光客を誘致する事業につきましては、

９月に発生した中国との尖閣諸島問題により、ツアーの募集は行ったもののキャンセルとなり、計画が遅れてお

ります。 

経常利益は348百万円となりました。営業外収益は、違約金収入534百万円などを含む602百万円となりました。

営業外費用は支払利息など214百万円となりました。 

四半期純利益は148百万円となりました。特別損失は有効活用が困難な遊休地を売却したことに起因する固定資

産売却損など167百万円となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①不動産事業 

当セグメントの業績は、売上高649百万円、営業利益168百万円であります。  

セグメント間及びセグメント内の取引を消去した外部顧客との取引結果は、売上高512百万円（前年同四半期

78.8％減）、営業利益31百万円となりました。 

外部顧客との売上高の内訳は、賃貸売上483百万円、業務委託売上29百万円であります。 

②ホテル事業 

当セグメントの業績は、売上高1,957百万円、営業利益97百万円であります。 

セグメント間及びセグメント内の取引を消去した外部顧客との取引結果は、売上高1,957百万円（前年同四半期

105.5％増）、営業利益234百万円となりました。 

外部顧客との売上高の内訳は、ホテルマネジメント売上1,895百万円、ホテル開業コンサルタント売上57百万

円、フランチャイズ売上５百万円であります。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

資産、負債及び純資産等の状況 

当第２四半期連結会計期間末の当社グループの総資産は19,452百万円となりました。これは、前連結会計年度

末より338百万円の減少です。主な要因は、有効活用不可能な遊休地の売却による土地の減少266百万円によるも

のです。 

負債合計は14,788百万円となりました。これは、前連結会計年度末より896百万円の減少です。主な要因は、前

受金534百万円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）185百万円の減少などによるものです。 

純資産合計は4,664百万円となりました。これは、前連結会計年度末より558百万円の増加です。主な要因は、

利益剰余金の増加148百万円と新株発行による資本金及び資本剰余金411百万円の増加によるものです。   

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当社グループは、資産保有型で不動産販売の依存度が高い現行のビジネスモデルから、ホテルマネジメントを

柱とするフィービジネスへの転換を、前連結会計年度より引き続きまして推進しております。この戦略は確実に

達成し、当第２四半期連結累計期間においては、東京、大阪に当社グループの直営ホテルが開業いたしました。 

また、平成22年７月５日にお知らせいたしましたとおり、当社の完全子会社である価値開発亜洲有限公司（中

国 香港特別行政区）は、華南地域最大の中国国営旅行社である広東省中国旅行社（中国 広東省広州市）との

間で、訪日中国人向けツアー商品の共同開発の契約を締結いたしました。 

しかしながら、世界的な通貨安競争の中で円高不況にあえぐ日本経済は、ゼロ金利政策実施後もデフレ克服に

は至らず、依然として回復の兆しが見えない状態が続いております。このような経済環境は、当社グループホテ

ルのビジネス需要の減少や宿泊単価の減少を招くことが予想されます。また、９月に発生したいわゆる尖閣諸島

問題は、当社グループが期待した中国からの観光需要の減少を招くことが予想され、平成23年３月期の業績予想

を平成22年11月４日に修正いたしました。 

売上高、営業利益につきましては、保守的な見積もりに改め、業績の下方修正をいたしました。 

経常利益、当期純利益につきましては、平成22年８月30日にお知らせいたしましたとおり、営業外収益が534百

万円発生いたしましたことにより、経常利益、当期純利益につきまして業績の上方修正をいたしました。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 ①簡便な会計処理   

  固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

 ②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

    該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 ①資産除去債務に関する会計基準の適用  

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。この変更が損益に与える影響はありません。  

 ②表示方法の変更 

  （四半期連結貸借対照表） 

前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「土地」は、

資産総額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前

第２四半期連結会計期間の有形固定資産の「その他」に含まれる「土地」は901,510千円であります。 

  （四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。  

  

２．その他の情報



（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 重要事象等（提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象）は、以下のようなものがあります。 

 なお、 以下の記載は当社株式への投資に関するリスク全てを網羅するものではありません。文中の将来に関する

事項は第２四半期決算短信提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

①不動産事業 

イ．不動産市況の動向 

当社グループの業績は、景気後退や供給過剰等によるビル市場において賃料水準の低下や空室率の上昇が

起こるケース、また、景気後退やそれに伴う雇用環境等の悪化による住宅市場において顧客の購買意欲の減

退が起こるケース等、不動産市況の動向が当社グループの事業展開、業績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

ロ．金利の変動 

当社グループは、投資不動産に関する資金について、自己資本のほか金融機関からの借入による安定的な

資金調達を行っております。その多くは金利を固定化し、金利変動による影響を極力少なくするべく対処を

しておりますが、金利が上昇した場合には、当社グループの事業展開・業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、ＳＰＣを通じた投資についてもその配当額はノンリコースローンによるレバレッジが効いておりま

すが、今後調達する新規ローンについての調達コストが上昇すれば、配当利回りは低下いたします。 

 ハ．資金調達の不調 

当社グループは、投資不動産に関する資金について、自己資金のほか金融機関からの借入による安定的な

資金調達を行っております。また、売却先も多くの場合に、借入を前提とした決済を行います。 

 経済情勢の変化や、当社グループもしくは取引先の与信、不動産価値の下落、想定利回りの下落など、さ

まざまな理由により当社グループや取引先の資金調達が不調に終わった際に、新たな売却や借換え、期限の

延長などができない場合に、当社グループの事業展開、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

②全事業 

 イ．重要な損失の計上 

 当社グループは、世界的な経済環境の悪化により売上高が著しく減少し、今後の事業が計画通りに進捗せ

ず、利益剰余金の回復が進まない場合に、当社グループの与信の低下により、当社グループの事業展開、業

績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 ロ．株式の希薄化 

平成22年５月21日に発行決議いたしました新株予約権付社債、及び新株予約権付証券の払込や行使が当社

の期待するとおりになされた場合に、当社が期待している業態変換が迅速に進まないなど何らかの事由によ

り株式価値の増大が図れない場合に、株式の希薄化だけに終わる可能性があります。 

  

 当社グループは当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。 

  

前連結会計年度末より販売用不動産を長期保有目的に変更し、流動資産のたな卸資産であった販売用不動産を、

固定資産の投資用不動産として賃貸用不動産、及びホテル事業用不動産に変更いたしました。このことにより、保

有不動産及び運営受託ホテルの稼働率を維持することに注力でき、時価の変動に左右されることなく収益の安定化

が図れ、返済計画の長期化が将来的に可能となるものと考えております。そのためにも、常に借入先金融機関との

連絡及び情報交換等を密にし、互いの信頼関係を高めるように努め、併せて金利変動やリファイナンスの際に、柔

軟な対応が得られるように努めてまいります。 

同時に、ホテル事業の拡大をなお一層積極的に推進していく必要があると考えております。前連結会計年度末は

一時的に、ホテル事業用の資産が増加いたしておりますが、中期的には資産非保有型のホテルマネジメント事業や

ホテルフランチャイズ事業に象徴されるフィービジネスへの発展に、経営資源を集中させてまいります。また、拡

大の迅速化を図るために訪日中国人観光客獲得のために香港にて子会社を設立し、国内への顧客の誘導に努めてま

いります。なお、ホテル事業拡大及び迅速化のための資金につきましては、不動産事業による借入が当社与信枠を

圧迫している現状において直接金融に頼らざるを得ず、株価動向に配慮した新株予約権付転換社債や新株予約権の

発行などにより、調達してまいりたいと考えています。  

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 642,020 857,430

受取手形及び売掛金 246,311 143,450

有価証券 279 279

商品 4,101 4,120

原材料及び貯蔵品 17,618 15,989

その他 1,364,343 1,252,391

貸倒引当金 △36,434 △36,873

流動資産合計 2,238,238 2,236,788

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,459,798 3,492,114

土地 4,095,693 4,361,383

その他（純額） 475,979 501,106

有形固定資産合計 8,031,469 8,354,603

無形固定資産   

のれん 167,109 212,839

その他 22,485 22,188

無形固定資産合計 189,594 235,027

投資その他の資産   

投資有価証券 39,651 35,589

投資不動産（純額） 8,450,930 8,528,091

その他 551,877 449,617

貸倒引当金 △50,011 △50,011

投資その他の資産合計 8,992,447 8,963,286

固定資産合計 17,213,510 17,552,917

資産合計 19,451,748 19,789,704

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 82,794 88,635

短期借入金 7,147,032 7,197,139

1年内返済予定の長期借入金 772,799 729,701

未払法人税等 48,285 17,342

引当金 15,165 12,486

その他 294,877 987,371

流動負債合計 8,360,952 9,032,675

固定負債   

長期借入金 5,517,047 5,744,713

引当金 123,582 113,661

その他 786,069 792,165

固定負債合計 6,426,698 6,650,539

負債合計 14,787,650 15,683,214



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,857,769 5,652,219

資本剰余金 4,199,157 3,993,607

利益剰余金 △5,491,463 △5,639,208

自己株式 △2,962 △2,887

株主資本合計 4,562,502 4,003,731

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5 18

土地再評価差額金 97,125 97,125

為替換算調整勘定 △2,299 －

評価・換算差額等合計 94,830 97,143

新株予約権 6,766 5,616

純資産合計 4,664,098 4,106,490

負債純資産合計 19,451,748 19,789,704



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 3,371,938 2,469,021

売上原価 2,489,563 506,058

売上総利益 882,375 1,962,963

販売費及び一般管理費   

給料 161,262 249,033

のれん償却額 55,784 51,934

賞与引当金繰入額 8,632 26,590

退職給付引当金繰入額 443 604

役員退職慰労引当金繰入額 5,573 9,317

その他 1,041,380 1,664,847

販売費及び一般管理費合計 1,273,074 2,002,325

営業損失（△） △390,699 △39,362

営業外収益   

受取利息 638 15,255

受取配当金 14 76

投資事業組合運用益 2,092 －

負ののれん償却額 6,318 6,204

違約金収入 － 534,000

預り敷金保証金償却益 － 11,668

その他 6,411 34,597

営業外収益合計 15,473 601,799

営業外費用   

支払利息 179,763 192,405

その他 14,917 21,892

営業外費用合計 194,680 214,297

経常利益又は経常損失（△） △569,907 348,139

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 439

負ののれん発生益 142,049 －

その他 40,371 －

特別利益合計 182,421 439

特別損失   

固定資産売却損 148 159,210

減損損失 15,462 －

その他 15,756 8,168

特別損失合計 31,366 167,378

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△418,852 181,199

法人税、住民税及び事業税 14,017 25,877

法人税等調整額 9,894 7,577

法人税等合計 23,911 33,454

少数株主損益調整前四半期純利益 － 147,746

少数株主利益 4,215 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △446,978 147,746



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△418,852 181,199

減価償却費 77,775 198,776

減損損失 15,462 －

投資事業組合運用損益（△は益） △2,092 426

のれん償却額 55,784 51,934

負ののれん償却額 △6,318 △6,204

負ののれん発生益 △142,049 －

違約金収入 － △534,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △714,565 △439

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,218 2,679

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 604

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,573 9,317

受取利息及び受取配当金 △638 △15,331

支払利息 179,763 192,405

販売用不動産評価損 △805,973 －

有形固定資産売却損益（△は益） 148 159,210

売上債権の増減額（△は増加） △19,141 △102,861

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,920,384 △1,609

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 185,790 △54,018

営業貸付金の増減額（△は増加） 698,000 △15,000

仕入債務の増減額（△は減少） △19,750 △5,841

未払金の増減額（△は減少） 4,804 △8,828

その他 △96,864 △183,248

小計 1,908,022 △130,828

利息及び配当金の受取額 638 981

利息の支払額 △189,245 △225,571

法人税等の支払額 △2,620 △11,690

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,716,796 △367,109

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △84,359 △71,814

定期預金の払戻による収入 54,024 55,267

有形固定資産の取得による支出 △2,245 △63,264

有形固定資産の売却による収入 64 110,476

無形固定資産の取得による支出 － △3,167

投資有価証券の取得による支出 － △11,700

投資有価証券の売却による収入 824 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

240,299 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△19,448 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △75,731

その他 8,481 249,287

投資活動によるキャッシュ・フロー 197,640 189,353



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 － △50,107

長期借入れによる収入 40,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,640,661 △184,568

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 129,450

新株予約権付社債の発行による収入 － 280,000

新株予約権の発行による収入 － 2,800

配当金の支払額 △389 △49

その他 151,071 △5,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,449,979 172,427

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 464,458 △5,329

現金及び現金同等物の期首残高 182,344 486,811

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△3,720 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 643,081 481,481



   該当事項はありません。  

  

  

[事業の種類別セグメント情報] 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

  

（注）１．従来、事業の種類別セグメント情報は、不動産事業の売上高及び営業損失の金額が全セグメントの売上高

の合計及び営業損失の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため記載を省略しておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より、当社グループにホテル事業の売上高が全セグメントの売上高の合

計の10％以上になったことに伴い、事業の種類別セグメントを不動産事業、ホテル事業、その他の事業

に区分して開示しております。 

 ２．各事業の主な内容 

    不動産事業……主に不動産の賃貸、売買、開発業務 

    ホテル事業……ホテル事業及びこれに附帯する業務 

  

[所在地別セグメント情報] 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

[海外売上高] 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
  

不動産事業 
（千円） 

ホテル事業 
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）
外部顧客に対す

る売上高 
2,409,664 952,398 9,876 3,371,938 － 3,371,938 

(2）

 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

13,965 171,172 － 185,137 (185,137) － 

   計 2,423,629 1,123,570 9,876 3,557,075 (185,137) 3,371,938 

 
営業利益又は 

営業損失（△） 
△107,564 △35,435 633 △142,366 (248,333) △390,699 



[セグメント情報] 

１．報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会及び経営戦略会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっているものであります。 

当社は、当社及び子会社の構成単位に分離された財務諸表に基づき、分離された事業サービスについて国

内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社は、「不動産事業」及び「ホテル

事業」を報告セグメントとしております。 

「不動産事業」は、不動産の賃貸、売買、開発業務を行っております。「ホテル事業」は、ホテルのマネ

ジメント、コンサルタント、オペレーション、フランチャイズ業務を行っております。   

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業等を含んでおり

ます。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

当社は、当第２四半期連結累計期間において、第１回新株予約権の権利行使、第２回無担保転換社債型新株予

約権付社債の権利行使及び第２回新株予約権の権利行使による払込みを受けました。この結果、当第２四半期連

結累計期間において資本金が205,550千円、資本準備金が205,550千円増加し、当第２四半期連結会計期間末にお

いて資本金が5,857,769千円、資本準備金4,199,157千円となっております。 

  

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他 
（注） 

合計
不動産事業 ホテル事業 計

売上高           

外部顧客への売上高 511,810 1,957,150 2,468,959 61 2,469,021 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 137,676 － 137,676 － 137,676 

計 649,486 1,957,150 2,606,635 61 2,606,697 

セグメント利益 

又は損失（△） 
168,323 96,740 265,062 △31,740 233,322 

  （単位：千円）

利益 金額   

報告セグメント計 265,062 

「その他」の区分の損失 △31,740 

全社費用（注） △272,684 

四半期連結損益計算書の営業損失 △39,362 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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